
公正取引委員会の消費税転嫁対策の取組について
（令和元年７月版）



公正取引委員会における消費税転嫁対策の取組

１．転嫁拒否等の行為についての相談窓口の設置

○本局及び地方事務所等（全国９か所）で相談に対応

（平成２５年４月から令和元年６月までの累計）

２．事業者及び事業者団体に対するヒアリング調査・
移動相談会（令和元年６月末時点）

○ヒアリング調査
（延べ３，５４３の事業者団体及び納入業者等１８，９１０名）

○移動相談会（３４２回）
※全国各地で移動相談会を実施しています。申込み方法など，
詳細は公取委ホームページを御覧ください。

３．書面調査の実施（中小企業庁と合同）

○平成２５年度に，１５万件の書面調査を実施

○平成２６年度及び平成２７年度に，大規模小売事業者及び大
企業等に対する書面調査を実施

○平成２６年度～平成３０年度に悉皆的な書面調査を実施

○令和元年度は，引き続き，悉皆的な書面調査を実施するとと
もに，大規模小売事業者及び大企業等に対する書面調査を実
施

１．説明会の実施
○公取委主催説明会の開催（令和元年６月末時点 ２８５回）
※申込み方法など，詳細は公取委ホームページを御覧ください。

○商工会議所等や事業者団体等主催の説明会等に職員を講師として派
遣（令和元年６月末時点 ６０２回）
２．広報物の作成・配布
○リーフレット，パンフレット及びポスターの配布

○事例パンフレットの作成・配布（平成２７年３月）

○令和元年１０月の消費税率引上げに向けたパンフレットの改訂・配
布（平成３１年３月）

○令和元年１０月の消費税率引上げ等に向けた事例パンフレットの改

訂（令和元年５月）

○消費税率の引上げ直前期における集中的な広報を実施

平成２６年３月：新聞，ラジオ，インターネット及び鉄道車内

○消費税率の引上げ後における集中的な広報を実施

平成２６年６月及び７月：新聞，雑誌及びインターネット
平成２８年２月，１１月：新聞及びインターネット
平成２９年１１月：新聞，雑誌，ラジオ及びインターネット
平成３１年２月：新聞，雑誌，ラジオ及びインターネット

４．ＦＡＱの作成
○「消費税の転嫁拒否等の行為に関するよくある質問」の回答を公
正取引委員会ＨＰに掲載（平成２５年１１月から随時更新）

５．要請文書の発出
○事業者（約２０万社）に対する消費税転嫁対策特別措置法の遵守
要請（平成２５年１１月１５日）
○事業者団体（５７５団体）に対する消費税転嫁対策特別措置法の
遵守要請（平成２６年１月１７日）
○事業者（２０万社）に対する消費税転嫁対策特別措置法の遵守要
請（令和元年６月２７日）

３条関係 届出関係 その他 合計

５,０８０件 １,３２１件 ３５９件 ６，７６０件

転嫁拒否等に対する迅速かつ厳正な対処

１

転嫁カルテル・表示カルテルの届出

○転嫁・表示カルテルの届出状況を毎月公表

（令和元年６月末時点）

転嫁カルテル 表示カルテル 計

１９４件 １４０件 ３３４件

違反行為の未然防止のための取組（周知活動）

３．ガイドラインの改正
○令和元年１０月の消費税率引上げ等に向けた消費税転嫁対策特別
措置法ガイドラインの改正（平成３１年３月）



調査・取締り状況（平成２５年１０月～令和元年６月末まで）

表１ 転嫁拒否行為に対する対応状況（注１）

（注１）調査着手，立入検査及び指導の各件数は，公正取引委員会及び
中小企業庁の合算。

（注２）転嫁拒否行為を行っていると回答した事業者に対する下請代金
支払遅延等防止法に基づく中小企業庁の指導を含む。

（注３）括弧内は，大規模小売事業者に対する勧告又は指導件数。
（注４）勧告は，公正取引委員会のみが行う。

表３ 勧告及び指導件数の内訳(業種別)（注７）

業種 指導 勧告 合計

建設業 ７２５件 ４件 ７２９件

製造業 １，０７８件 １件 １，０７９件

情報通信業 ６２７件 ７件 ６３４件

運輸業（道路貨物
運送業等）

２７５件 1件 ２７６件

卸売業 ３１９件 １件 ３２０件

小売業 ３８１件 １１件 ３９２件

不動産業 １６８件 ８件 １７６件

技術サービス業
（広告・建築設計
業等）

３３６件 １件 ３３７件

学校教育・教育支
援業

１３０件 ３件 １３３件

その他（注８） ７９１件 １３件 ８０４件

合計 ４，８３０件 ５０件 ４，８８０件

（注７）複数の業種にわたる事業者が勧告又は指導の対象となった
場合は，当該事業者の主な業種を１件として計上している。

（注８）「その他」は，娯楽業，事業サービス業（ビルメンテナン
ス業・警備業等）等である。

表２ 勧告及び指導件数の内訳（行為類型別）

行為類型 指導 勧告 合計

減額 ２１７件 ６件 ２２３件

買いたたき
（注５）

４，４２４件 ４８件 ４，４７２件

役務利用・
利益提供の要請

７２件 ０件 ７２件

本体価格での
交渉の拒否

２６２件 ０件 ２６２件

合計（注６） ４，９７５件 ５４件 ５，０２９件

（注５）買いたたきの勧告及び指導件数には，平成２６年３月３１日以
前に減額行為があり，同年４月１日以降に違反のおそれがあるも
のを含む。

（注６）事業者の中には，複数の行為を行っている場合があり，表１及
び表３に記載の件数とは一致しない。

調査着手 立入検査
指導

（注２）
勧告
（注４）

措置
請求

１１，５７７件 ６，３９５件
４，８３０件
（１７３件）

５０件
（１１件）

１３件

２



消費税転嫁対策特別措置法勧告一覧 令和元年６月末時点

1 ㈱ＪＲ東日本ステー
ションリテイリング

（平成26年４月23日）

駅構内等で食料品，衣料品等を販売する㈱Ｊ
Ｒ東日本ステーションリテイリングは，消費税率
の引上げに伴う売上高の減少を防止するため，
納入業者に対し，仕入価格を通常支払われる
仕入価格に比べ３％程度低く設定することにな
る販売促進企画への参加を要請した。

第３条第１号
後段

（買いたたき）

2 ㈱三城
（平成26年６月12日）

メガネ等を販売する㈱三城は，消費税率の引
上げに対応するため，店舗の賃貸人のうち，税
込価格で賃料を契約している賃貸人に対し，消
費税率の引上げ分を上乗せせずに賃料を据え
置いた。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

3 山形市（山形市立病
院済生館）
（平成26年６月17日）

山形市立病院済生館は，消費税率の引上げ
に対応するため，医療材料の納入価格を引き
下げることとし，納入業者に対し，平成25年度
下期の納入価格に一定率を乗じた額等を減じ
て算出した医療材料ごとの納入価格の目標値
を定めた。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

4 一般社団法人東京
都自転車商防犯協
力会
（平成26年６月26日）

東京都公安委員会が指定する自転車の防犯
登録を行う一般社団法人東京都自転車商防犯
協力会は，防犯登録業務を委託している自転
車販売店等に対し，消費税率の引上げ分を上
乗せせずに委託手数料を据え置いた。

第３条第１号

後段

（買いたたき）

5 一般社団法人兵庫
県自転車防犯登録
会
（平成26年６月26日）

兵庫県公安委員会が指定する自転車の防犯
登録を行う一般社団法人兵庫県自転車防犯登
録会は，消費税率の引上げに伴う自らの経費
の負担を回避するため，防犯登録業務を委託
している自転車販売店等に対し，消費税率の引
上げ前の額より更に低い委託手数料を定めた。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

6 ㈱ルネサンス
（平成26年７月24日）

スポーツ施設の運営等の事業を営む㈱ルネ
サンスは，消費税率の引上げに対応するため，
スポーツ指導を行う個人事業者に対し，免税事
業者に該当することを理由として，消費税率の
引上げ分を上乗せせずに業務委託料を据え置
く等した。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

7 産業機械健康保険
組合
（平成26年８月１日）

健康保険給付事業及び保健・福祉事業を営
む産業機械健康保険組合は，健康診断に関す
る委託契約を締結している病院等に対し，消費
税率の引上げ分を上乗せせずに委託料金を据
え置いた。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

8
～
10

野家グループ

㈱ 野家資産管理

サービス
㈱北日本 野家
㈱中日本 野家

（平成26年９月24日）

店舗等の賃貸借等の事業を営む㈱ 野家資
産管理サービス，外食業を営む㈱北日本 野
家及び㈱中日本 野家の３社は，それぞれ，

店舗所有者（賃貸人）の一部に対し，賃料の消
費税率の引上げ分を減額し，又は賃料の消費
税率の引上げ分を上乗せせずに据え置いた。
※中小企業庁長官からの措置請求案件

第３条第１号
前段（減額）
及び同号後段
（買いたたき）

11 山佐産業㈱
（平成26年10月22日）

パチンコホール等の遊技場にスロットの販売
等を行う山佐産業㈱は，スロットの販売等の業
務に関する業務委託契約を締結している販売
代理店に対し，消費税率の引上げ分を上乗せ
せずに業務委託手数料を据え置いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

12 東映アニメーション㈱
（平成26年12月17日）

主にアニメーションの製作事業を営む東映ア
ニメーション㈱は，アニメーションの原画，動画
等の制作業務を委託している個人事業者に対
し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに委託
料を据え置いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

13 ㈱トライグループ
（平成26年12月19日）

学習指導事業を営む㈱トライグループは，
① 家庭教師の業務委託契約を締結している
個人事業者に対し，消費税率の引上げ分を
上乗せせずに委託料金を据え置いて支払っ
た。
② 教室施設の賃貸人のうち，税込価格で賃料
を契約している賃貸人の一部に対し，消費税
率の引上げ分を上乗せせずに賃料を据え置
いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

14 住友不動産エスフォル
タ㈱
（平成27年１月30日）

スポーツ施設の運営等の事業を営む住友不
動産エスフォルタ㈱は，スポーツ指導を行う個
人事業者又は法人事業者に対し，消費税率の
引上げ分を上乗せせずに業務委託料を据え置
いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

15 ㈱広島東洋カープ
（平成27年２月26日）

プロ野球球団を運営し，球団のロゴマーク等
を表示する商品（以下「グッズ」という。）の販売
等を行う㈱広島東洋カープは，グッズの納入業
者に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせず
にグッズの仕入価格を据え置いた。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

３



消費税転嫁対策特別措置法勧告一覧 令和元年６月末時点

16 大東建物管理㈱
（平成27年３月19日）

不動産賃貸業等を営む大東建物管理㈱は，
賃貸物件の清掃等の業務に関する業務委託契
約を締結している個人事業者又は法人事業者
に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに
業務委託料金を据え置いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

17
・
18

コカ･コーラウエスト㈱
西日本ビバレッジ㈱
（平成27年３月26日）

自動販売機を設置し，清涼飲料水等の小売
業を営むコカ･コーラウエスト㈱及び西日本ビバ
レッジ㈱の２社は，それぞれ，自動販売機の設
置場所を提供する事業者の一部に対し，消費
税率の引上げ分を上乗せせずに販売手数料を
据え置いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

19 アイフル㈱
（平成27年３月27日）

貸金業を営むアイフル㈱は，店舗等の賃貸人
の一部に対し，消費税率の引上げ分を上乗せ
せずに賃料等を据え置く旨の要請等を行った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

20
・
21

アサヒグローバル㈱
アサヒグローバル三
重㈱
（平成27年４月２日）

住宅の建築工事業を営むアサヒグローバル
㈱及びアサヒグローバル三重㈱の２社は，それ
ぞれ，住宅の建築工事に伴う大工工事等の請
負契約を締結している個人事業者又は法人事
業者に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせ
ずに請負代金を据え置いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

22 ＳＭＢＣコンシュー
マーファイナンス㈱
（平成27年５月22日）

貸金業を営むＳＭＢＣコンシューマーファイナ
ンス㈱は，店舗等の賃貸人の一部に対し，消費
税率の引上げ分を上乗せせずに賃料等を据え
置いて支払った。
※中小企業庁長官からの措置請求案件

第３条第１号
後段
（買いたたき）

23 ㈱建築資料研究社
（平成27年６月４日）

資格取得対策スクールの運営等の事業を営
む㈱建築資料研究社は，
① 資格取得対策スクールの運営等の業務を
委託している一部の事業者に対し，消費税率
の引上げ分を上乗せせずに業務委託料を据
え置いて支払った。
② 事務所等の賃貸人の一部に対し，消費税
率の引上げ分を上乗せせずに賃料を据え置
いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

24 ㈱コインパーク
（平成27年６月５日）

駐車場事業を営む㈱コインパークは，駐車場
施設の賃貸人の一部に対し，消費税率の引上
げ分を上乗せせずに賃料を据え置いて支払っ
た。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

25
・
26

ＤＣＭダイキ㈱
㈱ホームセンターサン
コー
（平成27年６月９日）

日用品を販売するＤＣＭダイキ㈱及び㈱ホー
ムセンターサンコーの２社は，それぞれ，野菜
等の商品の仕入先である農家等の一部に対し，
仕入代金について，税抜価格の販売価格から
販売手数料相当額を控除した額に８％を乗じた
額を上乗せせずに支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

27 ㈱西松屋チェーン
（平成27年６月12日）

乳幼児等の衣料品等を販売する㈱西松屋
チェーンは，店舗等の賃貸人の一部に対し，消
費税率の引上げ分を上乗せせずに賃料を据え
置いて支払った。
※中小企業庁長官からの措置請求案件

第３条第１号
後段
（買いたたき）

28 ㈱主婦と生活社
（平成27年７月９日）

雑誌等の出版業を営む㈱主婦と生活社は，
雑誌等に掲載する原稿，写真等の作成又は編
集，校正等の業務を委託している個人事業者
又は法人事業者の一部に対し，消費税率の引
上げ分を上乗せせずに委託料を据え置いて支
払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

29 ㈱穴吹ハウジングサー
ビス
（平成27年10月２日）

駐車場事業等を営む㈱穴吹ハウジングサー
ビスは，駐車場施設の賃貸人の一部に対し，消
費税率の引上げ分を上乗せせずに賃料を据え
置く旨の要請を行った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

30 アイディホーム㈱
（平成27年12月22日）

戸建住宅の建設・販売業等を営むアイディ
ホーム㈱は，戸建住宅の建築工事に伴う大工
工事等の請負契約を締結している個人事業者
又は法人事業者の一部に対し，消費税率の引
上げ分を上乗せせずに請負代金を据え置いて
支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

31 ㈱アーネストワン
（平成27年12月22日）

戸建住宅の建設・販売業等を営む㈱アーネス
トワンは，戸建住宅の建築工事に伴う大工工事
等の請負契約を締結している個人事業者又は
法人事業者の一部に対し，消費税率の引上げ
分を上乗せせずに請負代金を据え置いて支
払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

32 ㈱東光高岳
（平成28年１月20日）

電力機械器具等の製造販売等を行う㈱東光
高岳は，電力量計の取替工事を委託している
個人事業者又は法人事業者の一部に対し，消
費税率の引上げ分を上乗せせずに委託料を据
え置いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

４



消費税転嫁対策特別措置法勧告一覧 令和元年６月末時点

33 ㈱Ｑ配サービス
（平成28年６月16日）

貨物利用運送事業・貨物軽自動車運送事業
等を営む㈱Ｑ配サービスは，
① 荷主から請け負った配送業務を委託して
いる個人事業者又は法人事業者の一部に対
し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに委
託料を据え置いて支払った。
② 事業所等の賃貸人の一部に対し，消費税
率の引上げ分を上乗せせずに賃料を据え置
いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

34
・
35

㈱松下サービスセン
ター
㈱ＡＰサービスセン
ター
（平成28年８月31日）

住宅等の建築リフォーム工事業を営む㈱松
下サービスセンター及び㈱ＡＰサービスセン
ターは，
① サイディング工事を請け負わせている個人
事業者又は法人事業者に対し，消費税率の
引上げ分を上乗せせずに工事代金を据え置
いて支払った。
② 駐車場等の賃貸人等の一部に対し，消費
税率の引上げ分を上乗せせずに賃料等を据
え置いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

36 ㈱ＫＡＴＥＫＹＯグルー
プ
（平成28年10月21日）

学習塾の運営等を行う㈱ＫＡＴＥＫＹＯグルー
プは，
① 学習指導業務を委託している個人事業者
に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせず
に委託料を据え置いて支払った。
② 教室施設等の賃貸人の一部に対し，消費
税率の引上げ分を上乗せせずに賃料等を据
え置いて支払った。
※中小企業庁長官からの措置請求案件

第３条第１号
後段
（買いたたき）

37 ㈱スーパーホテル
（平成29年２月22日）

ホテル業を営む㈱スーパーホテルは，
① 支配人業務を委託している個人事業者に
対し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに
委託料を据え置いて支払った。
② ホテル建設，税務会計等に関する指導業
務等（「顧問業務」）を委託している個人事業
者に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせ
ずに顧問料を据え置いて支払った。
③ 朝食用惣菜の仕入先である法人事業者に
対し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに
仕入代金を据え置いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

５

38 ㈱帝国データバンク
（平成29年３月９日）

企業の信用調査，企業情報の提供等の事業
を営む㈱帝国データバンクは，企業信用調査等
業務を委託している個人事業者に対し，消費税
率の引上げ分を上乗せせずに委託料を据え置
いて支払った。
※中小企業庁長官からの措置請求案件

第３条第１号
後段
（買いたたき）

39 住友不動産㈱
（平成29年７月14日）

不動産取引業，建築工事業等を営む住友不
動産㈱は，自社が一般消費者から請け負う住
宅の改築工事に伴う大工工事の請負契約を締
結している個人事業者又は法人事業者の一部
に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせずに
請負代金を据え置いて支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

40 ㈱ニチイ学館
（平成29年９月14日）

教育講座の運営等の事業を営む㈱ニチイ学
館は，教育指導業務を委託している個人事業
者に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせず
に委託料を据え置いて支払った。
※中小企業庁長官からの措置請求案件

第３条第１号
後段
（買いたたき）

41 ㈱西日本新聞社
（平成29年12月14日）

日刊新聞の発行及び販売等の事業を営む㈱
西日本新聞社は，
① 日刊新聞の販売促進業務（新聞の新規購
読者の獲得や既存の購読者に対する契約更
新手続等の業務）を委託している人格のない
社団等である事業者又は法人事業者に対し，
消費税率の引上げ分を上乗せせずに委託料
を据え置いて支払った。
② 日刊新聞等に掲載する記事，写真，イラス
ト等の原稿作成業務を委託している個人事業
者又は法人事業者に対し，消費税率の引上
げ分を上乗せせずに委託料を据え置いて支
払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

42 エコロシティ㈱
（平成30年２月１日）

駐車場事業を営むエコロシティ㈱は，駐車場
用地の賃貸人に対し，消費税率の引上げ分を
上乗せせずに賃料を据え置いて支払った。
※中小企業庁長官からの措置請求案件

第３条第１号
後段
（買いたたき）



消費税転嫁対策特別措置法勧告一覧 令和元年６月末時点

43 ㈱山野楽器
（平成30年２月６日）

音楽・映像ソフト，楽器等の小売業のほか，
音楽教室の運営等の事業を営む㈱山野楽器
は，
① 音楽教室の生徒に対する楽器の演奏等の
指導業務を委託している事業者に対し，消費
税率の引上げ分を上乗せせずに委託料を据
え置いて支払った。
② 自社が販売する楽器を顧客が選定するた
めの助言等を行う業務を委託している事業
者に対し，消費税率の引上げ分を上乗せせ
ずに手数料を据え置いて支払った。
※中小企業庁長官からの措置請求案件

第３条第１号
後段
（買いたたき）

44 紅屋商事㈱
（平成30年６月20日）

食品，日用品等の小売業を営む紅屋商事㈱
は，納入業者の一部に対し，商品ごとの税込
単価を，本体価格に消費税相当分を上乗せし
た額から１円未満の端数を切り捨てた額に定
め，当該税込単価に取引数量を乗じた額を仕
入代金として支払った。

第３条第１号
後段
（買いたたき）

45
・
46

㈱マイナビ
㈱マイナビ出版
（平成30年６月21日）

就職，転職等のポータルサイトの運営等の
事業を営む㈱マイナビは，個人事業者又は法
人事業者に対し，消費税率の引上げ分を上乗
せせずに①原稿作成業務の委託料，②著作
物の使用料若しくは③広告販売促進業務の委
託料（以下「原稿委託料等」という。）又は④講
演業務の委託料を据え置いて支払った。
出版業を営む㈱マイナビ出版は，個人事業
者又は法人事業者に対し，原稿委託料等につ
いて㈱マイナビが消費税率の引上げ分を上乗
せせずに据え置いた額のまま支払った。
※中小企業庁長官からの措置請求案件

第３条第１号
後段
（買いたたき）

47 ㈱イトーヨーカ堂

（平成31年２月15日）
食品，衣料品及び住居関連商品の小売業を
営む㈱イトーヨーカ堂は，
① 商品の納入業者の一部に対し，消費税率
の引上げ分の全部に相当する額を減じて商
品の仕入代金を支払った。
② 利用する駐車場の運営者の一部に対し，
消費税率の引上げ分を上乗せせずに駐車場

利用料を据え置いて支払った。

第３条第１号
前段（減額）
及び同号後
段（買いたた
き）

６

48 ㈱ジャパンビバレッジ
ホールディングス
（平成31年３月20日）

自動販売機を設置し，清涼飲料水等の小売
業を営む㈱ジャパンビバレッジホールディング
スは，自動販売機の設置場所を提供する事業
者の一部に対し，消費税率の引上げ分を上乗
せせずに販売手数料を据え置いて支払った。
※中小企業庁長官からの措置請求案件

第３条第１号
後段
（買いたたき）

49
・
50

㈱リクルートホール
ディングス
㈱リクルート
（令和元年５月24日）

就職，転職等に関する情報提供等の事業を
営んでいた㈱リクルートホールディングスは，原
稿作成事業者の一部に対し，消費税相当分又
は消費税率の引上げ分の全部若しくは一部に
相当する額を減じて原稿作成業務の委託料を
支払った。
就職，転職等に関する情報提供等の事業を
営む㈱リクルートは，原稿作成事業者の一部に
対し，消費税相当分又は消費税率引上げ分の
一部に相当する額を減じて原稿作成業務の委
託料を支払った。

第３条第１号
前段
（減額）
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取引部取引企画課
消費税転嫁対策調査室

東京都千代田区霞が関1-1-1
中央合同庁舎第6号館B棟

(Tel )03-3581-3379
(Fax)03-3581-5508

北海道事務所
消費税転嫁対策調査室

札幌市中央区大通西12
札幌第3合同庁舎

(Tel )011-271-8481
(Fax)011-261-1719

東北事務所
消費税転嫁対策調査室

仙台市青葉区本町3-2-23
仙台第2合同庁舎

(Tel )022-217-4260
(Fax)022-261-3548

中部事務所
消費税転嫁対策調査室

名古屋市中区三の丸2-5-1
名古屋合同庁舎第2号館

(Tel )052-961-9493
(Fax)052-971-5003

近畿中国四国事務所
消費税転嫁対策調査室

大阪市中央区大手前4-1-76
大阪合同庁舎第4号館

(Tel )06-6941-2206
(Fax)06-6943-7214

近畿中国四国事務所 中国支所
消費税転嫁対策調査室

広島市中区上八丁堀6-30
広島合同庁舎第4号館

(Tel )082-228-1520
(Fax)082-223-3123

近畿中国四国事務所 四国支所
消費税転嫁対策調査室

高松市サンポート3-33
高松サンポート合同庁舎南館

(Tel )087-811-1758
(Fax)087-811-1761

九州事務所
消費税転嫁対策調査室

福岡市博多区博多駅東2-10-7
福岡第2合同庁舎別館

(Tel )092-437-2756
(Fax)092-474-5465

内閣府沖縄総合事務局 総務部公正取引室
消費税転嫁対策調査室

那覇市おもろまち2-1-1
那覇第2地方合同庁舎2号館

(Tel )098-866-0034
(Fax)098-860-1110

ホームページ（消費税転嫁対策コーナー）

７


